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令和３年度決算に基づく射水市の健全化判断比率について 

 

　健全化判断比率とは、「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債費比率」

及び「将来負担比率」の４つの指標からなり、それぞれ、標準的に収入が見込まれる

地方税などの一般財源(標準財政規模)等に対する割合を示すものです。 

この健全化判断比率のいずれかが一定の基準以上となった場合には、「財政健全化

計画」又は「財政再生計画」を策定し、財政の健全化を図らなければなりません。 

 

　令和３年度決算に基づく射水市の健全化判断比率は、全ての指標において早期健全

化基準を大きく下回っています。引き続き安定した財政基盤の確立・経営に努めてま

いります。 

 

 

 
※ 実質赤字比率・連結実質赤字比率の「－％」は、実質的な赤字額が発生していないことを表しています。 
※ 将来負担比率の「－％」は、実質的な将来負担が発生していないことを表しています。 
※ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率の早期健全化基準は射水市の場合のもの（地方公共団体により数値が異なる） 
※ 早期健全化基準とは・・・「イエローカード」に当たるもので、この基準以上である場合には自主的な改善努力が義務付け

られ、「財政健全化計画」を策定し、財政の健全化に取り組まなければなりません。 
※ 財政再生基準とは  ・・・「レッドカード」に当たるもので、この基準以上である場合には国等の関与の下で財政再建を行

わなければならず、「財政再生計画」を策定し、財政の再生を図らなければなりません。 

 

① 　実質赤字比率　【令和３年度　なし】 

地方公共団体の主要な会計である一般会計等に生じている赤字の大きさを、標準

財政規模に対する割合で表したものです。 

本市における指標の算定対象となるのは一般会計です。 

令和３年度決算では実質収支は黒字であることから、実質赤字比率は算定されま

せんでした。 

　　　　  

※ 一般会計等…一般会計及び一般会計等に属する特別会計 
※ 標準財政規模…市の標準的な一般財源の規模 

 

（単位：％）

項　　目 本市の算定値 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率 － 12.01 20.00

②連結実質赤字比率 － 17.01 30.00

③実質公債費比率 8.8 25.0 35.0

④将来負担比率 78.7 350.0

一般会計等の実質赤字額
＝

標準財政規模
実質赤字比率（％）
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② 　連結実質赤字比率　【令和３年度　なし】 

連結実質赤字比率は、実質赤字比率の対象である一般会計のほか国民健康保険　

事業特別会計や公営企業である水道事業など、本市の全会計の収支を連結すること

によって、市全体の財政状況を把握するものです。 

令和３年度決算では、一般会計及び特別会計ともに実質収支が黒字であり、また、

公営企業会計全体として資金不足額がなかったことから、連結実質赤字比率は算定

されませんでした。 

 

 

 

 

③ 　実質公債費比率　【令和３年度　８．８％】 

当該年度における借入金（地方債）の実質的な返済額（公債費）の大きさを、　　　

標準財政規模に対する割合で表したもので、３か年の平均値で表します。 

この比率が、１８．０％を超えると市債発行に対して許可が必要となり、　　　　

２５．０％を超えると市債発行が一部制限されます。 

令和３年度決算に基づく比率は、８．８％（前年度比±０ポイント）となりまし

た。 

 

 
※ 準元利償還金…特別会計等の公債費に係る繰出金、公債費に準ずる債務負担行為に係る支出予定額等 
※ 基準財政需要額算入額…普通交付税の額の算定上、基準財政需要額に算入された額 

 

 

④ 　将来負担比率　【令和３年度　７８．７％】 

標準財政規模を基本とした額に対する一般会計が将来負担しなければならない

実質的な負債を示す比率です。将来負担しなければならない負債とは、一般会計等

の市債残高や公営企業債のうち一般会計からの今後の繰出見込額などです。 

令和３年度の比率は、７８．７％（前年度比△１０．１ポイント）となりました。 

 
※ 将来負担額…地方債現在高、債務負担行為の支出予定額、特別会計等の公債費に対する繰出見込額、 

退職手当支給予定額及び設立法人（土地開発公社）に対する負担見込額等の合計 

連結実質赤字額
＝

標準財政規模
連結実質赤字比率（％）

＝
標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率（％）
（３か年平均）

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

＝将来負担比率（％）
将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
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単位：％

比率 増減（前年度比） 比率 増減（前年度比）

平成19年度 16.6 180.1

平成20年度 16.8 0.2 185.1 5.0

平成21年度 16.4 ▲ 0.4 173.3 ▲ 11.8

平成22年度 16.1 ▲ 0.3 156.8 ▲ 16.5

平成23年度 16.0 ▲ 0.1 147.4 ▲ 9.4

平成24年度 15.6 ▲ 0.4 128.1 ▲ 19.3

平成25年度 14.9 ▲ 0.7 122.1 ▲ 6.0

平成26年度 13.0 ▲ 1.9 109.0 ▲ 13.1

平成27年度 11.8 ▲ 1.2 104.7 ▲ 4.3

平成28年度 10.7 ▲ 1.1 102.6 ▲ 2.1

平成29年度 10.3 ▲ 0.4 98.5 ▲ 4.1

平成30年度 9.8 ▲ 0.5 90.2 ▲ 8.3

令和元年度 9.2 ▲ 0.6 89.7 ▲ 0.5

令和２年度 8.8 ▲ 1.0 88.8 ▲ 1.4

令和３年度 8.8 0.0 78.7 ▲ 10.1

年度 
実質公債費比率 将来負担比率

◆参考・これまでの推移◆ 

「実質公債費比率」及び「将来負担比率」の数値は、平成２１年度から１３年連続

で減少（改善）または前年同率となっています。 

これまで、本市では、財政健全化の推進のため、市の借金である市債の発行にあた

っては、合併特例事業債などの有利な市債を最大限に活用してきました。 

今回、合併特例債の発行が終了し、大型の施設整備がひと段落したため、借入金残

高は減少に転じましたが、大型の施設整備のために発行した市債の償還が始まること

に伴い、実質公債費比率が減少から据え置きに転じました。 

今後も、指標の減少（改善）につなげるため、市債の繰上償還や市の貯金である基

金への積立を積極的に実施していきます。 


